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1.  平成23年3月期第3四半期の業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 2,439 △7.7 33 ― 43 △2.8 △268 ―

22年3月期第3四半期 2,643 △15.7 △1 ― 44 △76.4 △48 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 △33.37 ―

22年3月期第3四半期 △6.01 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 8,945 6,980 78.0 882.41
22年3月期 9,234 7,212 78.1 889.75

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  6,980百万円 22年3月期  7,212百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年3月期 ― 0.00 ―

23年3月期 
（予想）

0.00 0.00

3.  平成23年3月期の業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,750 △13.8 △10 ― △30 ― △460 ― △56.89
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(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等
  の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】Ｐ．３「２．その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q  9,306,400株 22年3月期  9,304,400株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q  1,395,561株 22年3月期  1,198,318株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q  8,044,748株 22年3月期3Q  8,148,618株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外ではありますが、この四半期決算短信の開示時点において、
金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きは終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により異なる可能性があります。業績予想の利用にあたっての注意事項等については、【添付資料】Ｐ．３「１．当四半期の業 
績等に関する定性的情報（３）業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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（１）経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期累計期間における我が国の経済は、新興国市場の需要拡大や政府の経済対策等により緩やかな回復

基調にあるものの、欧州・米国をはじめとする世界経済の先行き不安や、デフレと急激な円高の進行が企業収益に

影を落とし、加えて雇用情勢・所得環境については改善に至っておらず、特に個人消費は将来不安に起因する節約

志向の高まりから依然として低迷している等、景気回復感の乏しい大変厳しい状況が継続いたしております。 

このような状況下で当社の第３四半期累計期間の業績は、売上高２４億３千９百万円（前年同期比7.7％減）、

営業利益３千３百万円（前年同期１百万円の営業損失）、経常利益４千３百万円（前年同比2.8％減）と減収減益

となりました。 

事業別にみると、主力のスパンクリート事業は、景気減速によるマンションを始めとする建設需要減の影響をま

ともに受け、売上数量が対前年同期比6.1％減少し、売上高は２２億３千９百万円（前年同期比8.4％減）と減収と

なり、一方で原材料価格が高止まりする中、前事業年度下半期から引き続き生産数量が低迷しており（前年同期比

0.1％増加）、生産設備の統合により稼働率に改善の兆しは見られるものの工場の採算は厳しいままであること等

から、営業損失７千２百万円（前年同期１億１千１百万円の営業損失）の赤字計上を余儀なくされました。他方、

不動産事業は貸しビル３棟の稼動が好調を持続、大規模改修の償却負担増を吸収して安定収益を計上しており、売

上高２億円（前年同期比1.1％増）、営業利益１億１千万円（前年同期比2.3％減）とほぼ同水準となりました。 

四半期純損益につきましては、生産設備の統合による岩瀬工場の閉鎖を決定したこと等により、特別損失として

減損損失１億７百万円、固定資産除却損５千７百万円、有価証券の減損処理による評価損３千９百万円及び希望退

職に伴う特別退職金９千２百万円等を計上したことにより、２億６千８百万円の四半期純損失（前年同期４千８百

万円の四半期純損失）となりました。 

（２）財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

当第３四半期末の総資産は、前事業年度末に比べ２億８千８百万円減少して８９億４千５百万円となりました。

流動資産は、１億１千３百万円減少しておりますが、減少した主な勘定科目は、現金及び預金５億２千７百万

円、有価証券４千６百万円であり、逆に受取手形等の売上債権は４億７千７百万円増加しております。 

固定資産につきましては、岩瀬工場の資産を減損・除却したこと等により有形固定資産が１億９千６百万円減少

し、総額で１億７千４百万円減少いたしました。 

負債につきましては、短期借入金１億円の返済等により流動負債が８千６百万円減少し、リース債務２千５百万

円の増加等により、固定負債は２千９百万円増加いたしました。 

純資産につきましては、四半期純損失２億６千８百万円の計上等により２億３千１百万円減少し、６９億８千万

円となり、この結果、自己資本比率は78.0％（前事業年度末78.1％）になりました。 

②キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末比５億２千７百

万円減少して２０億２千万円となりました。 

当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、減少した資金は３億９千２百万円（前年同期４億８千２百万円の増加）となりました。 

これは主に、減価償却費９千７百万円、減損損失１億７百万円等による資金の増加があったものの、税引前四半

期純損失２億６千５百万円、売上債権の増加で４億７千７百万円の支出等による資金の減少が上回ったものであり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、減少した資金は３百万円（前年同期１億５百円の増加）となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得による支出３千４百万円等の支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、減少した資金は１億３千万円（前年同期１億９千９百万円の減少）となりました。 

これは主に、短期借入金の返済で１億円、自己株式の取得で２千９百万円支出したこと等によるものでありま

す。 

１．当四半期の業績等に関する定性的情報
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（３）業績予想に関する定性的情報 

国内景気の先行きは予断を許さず原材料価格も高止まりしておりますが、当社は、お客様のニーズにマッチした

魅力ある独自製品の積極的な展開を図り、業績の確保に努めてまいります。 

なお、現時点では平成22年10月15日公表の通期の業績予想は変更いたしておりません。 

また、業績予想は当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の

業績等は様々な要因により異なる可能性があります。 

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 簡便な会計処理 

・棚卸資産の評価方法 

当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しましては、実地棚卸を省略し、第２四半期会計期間末に係る

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

・固定資産の減価償却費の算定方法 

減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっております。 

② 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理 

・法人税等の算定方法 

税金費用に関しては、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実

効税率を使用する方法によっております。 

なお、法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に含めて表示しております。 

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 会計基準等の改正に伴う変更 

・資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

この変更により、当第３四半期累計期間の税引前四半期純損失が１千１百万円増加しております。また、当

会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は１千１百万円であります。 

・棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

第１四半期会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成20年９月26

日）を適用し、たな卸資産（未成工事支出金、貯蔵品を除く。）の評価方法を後入先出法から総平均法に変更

しております。 

これにより、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益は３百万円増加し、税引前四半期純損失は３百万

円減少しております。 

② ①以外の変更 

・賞与引当金の計上基準 

賞与引当金の計上基準は、従来、賞与の支給対象期間に基づく所要額を未払費用として計上する方法によっ

ておりましたが、第１四半期会計期間より、支給対象期間に基づく支給見込額の当期負担額を賞与引当金とし

て計上する方法に変更いたしました。この変更は、従来は従業員賞与が各会計期間末時点において確定してお

りましたが、従業員賞与金額の確定に必要な情報の拡大により迅速な評価が困難となったために行ったもので

あります。 

なお、この変更による当第３四半期累計期間の影響額は軽微であります。 

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。 

２．その他の情報
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３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,735,498 2,262,740

受取手形 790,382 332,868

売掛金 188,084 93,146

完成工事未収入金 23,956 98,641

有価証券 691,787 738,242

商品及び製品 99,474 106,772

仕掛品 4,564 2,676

原材料及び貯蔵品 56,169 67,140

未成工事支出金 44 4,219

その他 48,307 45,816

流動資産合計 3,638,268 3,752,265

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 980,613 1,003,128

機械及び装置（純額） 151,869 232,328

土地 3,029,413 3,099,691

その他（純額） 98,528 121,331

有形固定資産合計 4,260,424 4,456,479

無形固定資産 9,254 11,384

投資その他の資産   

投資有価証券 789,217 770,305

その他 248,688 243,714

投資その他の資産合計 1,037,906 1,014,019

固定資産合計 5,307,584 5,481,883

資産合計 8,945,853 9,234,148

負債の部   

流動負債   

買掛金 58,581 52,489

工事未払金 110,615 77,405

短期借入金 600,000 700,000

未払法人税等 11,867 33,375

引当金 10,087 －

その他 272,610 286,905

流動負債合計 1,063,761 1,150,175

固定負債   

その他 901,515 871,619

固定負債合計 901,515 871,619

負債合計 1,965,276 2,021,795
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,295,896 3,295,896

資本剰余金 3,696,666 3,696,666

利益剰余金 1,283 513,897

自己株式 △330,164 △300,402

株主資本合計 6,663,682 7,206,057

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △5,208 △71,622

土地再評価差額金 322,103 77,917

評価・換算差額等合計 316,894 6,295

純資産合計 6,980,576 7,212,353

負債純資産合計 8,945,853 9,234,148
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（２）四半期損益計算書 
（第３四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 2,643,096 2,439,547

売上原価 2,250,085 2,023,124

売上総利益 393,011 416,423

販売費及び一般管理費 394,350 383,112

営業利益又は営業損失（△） △1,339 33,311

営業外収益   

受取利息 19,628 15,063

受取配当金 9,294 8,205

投資有価証券売却益 11,065 127

その他 16,074 10,476

営業外収益合計 56,063 33,873

営業外費用   

支払利息 7,860 5,839

投資事業組合運用損 － 8,758

休止固定資産減価償却費 － 5,837

その他 2,111 3,252

営業外費用合計 9,971 23,687

経常利益 44,752 43,496

特別利益   

受取和解金 － 4,500

特別利益合計 － 4,500

特別損失   

投資有価証券評価損 57,279 39,330

投資有価証券償還損 11,600 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 11,100

減損損失 － 107,891

固定資産除却損 － 57,460

特別退職金 － 92,433

本社移転費用 － 4,381

その他 － 1,018

特別損失合計 68,879 313,615

税引前四半期純損失（△） △24,127 △265,618

法人税、住民税及び事業税 8,100 2,809

過年度法人税等 16,758 －

法人税等 24,858 2,809

四半期純損失（△） △48,985 △268,428
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（第３四半期会計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 662,658 954,465

売上原価 632,965 756,186

売上総利益 29,692 198,278

販売費及び一般管理費 122,415 132,491

営業利益又は営業損失（△） △92,722 65,786

営業外収益   

受取利息 4,737 3,580

受取配当金 2,379 2,419

仕入割引 － 2,484

その他 3,655 1,549

営業外収益合計 10,772 10,034

営業外費用   

支払利息 2,442 1,876

事務所移転費用 894 －

休止固定資産減価償却費 － 2,868

その他 93 2,509

営業外費用合計 3,431 7,253

経常利益又は経常損失（△） △85,381 68,567

特別利益   

投資有価証券評価損戻入益 － 36,513

退職給付引当金戻入額 － 3,311

特別利益合計 － 39,825

特別損失   

投資有価証券評価損 1,323 －

固定資産除却損 － 3,339

その他 － 1,018

特別損失合計 1,323 4,357

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △86,704 104,034

法人税、住民税及び事業税 2,700 44,982

過年度法人税等 16,758 －

法人税等 19,458 44,982

四半期純利益又は四半期純損失（△） △106,162 59,052
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △24,127 △265,618

減価償却費 113,894 97,804

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 11,100

減損損失 － 107,891

賞与引当金の増減額（△は減少） － 10,087

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △1,000

受取利息及び受取配当金 △9,911 △9,157

有価証券利息 △19,011 △14,111

支払利息 7,860 5,839

投資有価証券売却損益（△は益） △11,065 △127

為替差損益（△は益） △3,129 642

投資有価証券評価損益（△は益） 57,279 39,330

投資有価証券償還損益（△は益） 11,600 －

投資事業組合運用損益（△は益） － 8,758

固定資産除却損 83 57,460

特別退職金 － 92,433

売上債権の増減額（△は増加） 506,535 △477,766

たな卸資産の増減額（△は増加） 130,187 20,557

未成工事受入金の増減額（△は減少） △39,314 8,283

仕入債務の増減額（△は減少） △164,100 39,301

長期未払金の増減額（△は減少） △3,112 3,008

その他 △85,211 △41,229

小計 468,456 △306,514

利息及び配当金の受取額 27,099 22,933

利息の支払額 △7,860 △5,839

法人税等の支払額 △5,378 △10,756

特別退職金の支払額 － △92,433

営業活動によるキャッシュ・フロー 482,318 △392,609

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △300,000 △299,917

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 491,081 346,247

有形固定資産の取得による支出 △70,664 △34,611

無形固定資産の取得による支出 △3,100 △245

長期貸付けによる支出 △10,238 △3,300

長期貸付金の回収による収入 － 5,948

資産除去債務の履行による支出 － △11,100

その他 △1,662 △6,621

投資活動によるキャッシュ・フロー 105,416 △3,600
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △100,000 △100,000

長期借入金の返済による支出 △75,000 －

自己株式の処分による収入 31,982 －

自己株式の取得による支出 △24,382 △29,762

配当金の支払額 △32,082 －

その他 6 △809

財務活動によるキャッシュ・フロー △199,476 △130,572

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,129 △642

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 391,387 △527,424

現金及び現金同等物の期首残高 1,873,918 2,548,104

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,265,306 2,020,680
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該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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